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平成２４年度第２回千葉市入札適正化・苦情検討委員会 議事録 

 

 

１ 日 時  平成２４年８月３１日（金） 午後１時３０分～午後３時３０分 

２ 場 所  契約課工事入札室（本庁舎５階） 

３ 出席者  （委 員） 

小峰委員長、櫻井委員、篠委員、中曽根委員、本橋委員（５０音順） 

（事務局） 

森資産経営部長、小川契約課長、槌谷技術管理課長、石井契約課主幹、 

杉山契約課課長補佐、安藤契約第一係長 

４ 議 題 

（１）入札・契約制度について 

   入札・契約制度 

   入札状況の報告・分析 

（２）審議事項 

各入札方式における契約手続の審議 

（３）報告事項 

「千葉市立松ケ丘中学校改築給排水設備工事」における競売入札妨害事件について 

５ 議事の概要 

（１）議事録署名人について 

小峰委員長の指名により、篠委員と櫻井委員に決定。 

（２）入札・契約制度について 

事務局から、平成２４年度の入札・契約制度及び入札状況について説明後、質疑応答。 

（３）各入札方式における契約手続の審議について 

本橋委員から、抽出工事６件の抽出理由を説明。 

１ 制限付一般競争入札「千葉市立加曽利中学校校舎耐震補強工事」 

２ 制限付一般競争入札「南部浄化センター受変電監視制御設備更新工事」 

３ 制限付一般競争入札「川崎町南北線特定経路整備工事」 

４ 制限付一般競争入札「千葉市立稲毛高等学校校舎耐震補強冷暖房設備工事」 

５ 制限付一般競争入札「千葉市立都賀小学校屋内運動場耐震補強工事」 

６ 指名競争入札「千葉市立さつきが丘西小学校校舎耐震補強工事」 

事務局から入札方式ごとに各工事を説明後、委員会で審議。 

（４）「千葉市立松ケ丘中学校改築給排水設備工事」における競売入札妨害事件について 

事務局から、「千葉市立松ケ丘中学校改築給排水設備工事」における競売入札妨害事件 

について報告後、質疑応答。 

（５）次回の審議対象抽出委員について 

小峰委員長の指名により、櫻井委員に決定。 
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６ 会議経過（発言の要約） 

 

（１）入札・契約制度について 

 

○小峰委員長  事務局から、説明をお願いします。 

 

○石井契約課主幹 （入札・契約制度について説明） 

 

質疑・応答 

 

○小峰委員長  事務局の説明に対して、何か質問・意見等ございますか。 

 

○小峰委員長  不調件数が増えておりますが、考えられる原因は何かありますか。 

 

○小川契約課長  不調件数が増加している原因については、当初、平成２７年度までに完

了させる予定で進めていた学校施設における耐震補強工事を、一年間前倒

しで発注することに取り組んでおり、それに伴い発注件数が増えたことで、

学校施設における耐震補強工事においての入札不調が増えていることが原

因であると考えております。 

 

○小峰委員長  学校施設における耐震補強工事において、入札不調が多いことが原因と

いうことですか。 

 

○小川契約課長  その通りです。 

 

○小峰委員長  他に質問が無いようですので、次の審議事項に移ります。 

 

（２）各入札方式における契約手続の審議について 

 

○小峰委員長  はじめに、案件の抽出者であります本橋委員から、各工事の抽出理由の

説明をお願いします。 

 

○本 橋 委 員  お手元の資料２の３ページをご覧ください。こちらに、今回抽出をさせ

ていただきました工事名、抽出理由等が記載されております。ご審議いた

だきたい事項については、後ほど個別に説明させていただきたいと考えて

おりますので、ここでは簡単に、審議案件の抽出理由について説明させて

いただきます。 

制限付一般競争入札の一覧表番号６については、ＪＶの案件ということ
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で、発注方式におけるＪＶの在り方についてご審議いただきたいと考え抽

出させていただきました。 

制限付一般競争入札の一覧表番号２６については、結果的に１者だけし

か応札する業者がいなかったという案件です。競争性の確保はされていた

のかどうかということについてご審議いただきたいと考え抽出させていた

だきました。 

制限付一般競争入札の一覧表番号６５については、低入札価格調査対象

の案件です。低入札価格調査制度自体は、平成１９年７月より導入されて

おり、約５年が経過しているため、制度の周知は十分に行われていると思

っておりますが、低入札価格調査書類の未提出により調査まで至らないと

いう事例が多く見られるため、低入札価格調査制度自体に何か問題がない

かという点についてご審議いただきたいと考え抽出させていただきました。 

制限付一般競争入札の一覧表番号１５、１０１、指名競争入札の一覧表

番号３については、先ほど事務局より説明がありましたとおり、全件予定

価格事後公表で入札が行われております。予定価格を全件事後公表とした

ことに伴い、前回の委員会でも報告があったとおり、入札制度が一部変更

になっております。制限付一般競争入札の一覧表番号１５については、今

年度より再度入札を実施しておりますが、再度入札が有効に機能している

かどうかについてご審議いただきたいと考え抽出させていただきました。 

制限付一般競争入札の一覧表番号１０１については、一回目の発注時に

再度入札が行われずに不調となり、再度一般競争入札にて発注している案

件です。再発注をするにあたっての入札方式、資格要件の設定方法は、適

正に行われていたかという点について、ご審議いただきたいと考え抽出さ

せていただきました。 

指名競争入札の一覧表番号３については、再発注の案件であり、一回目

の入札の際に再度入札が行われた末に入札不調となり、一般競争入札では

なく指名競争入札にて再度発注をしている案件であるため、再発注をする

にあたっての入札方式及び業者選定が適正に行われているかどうかについ

てご審議いただきたいと考え抽出させていただきました。 

大きく分けて、制限付一般競争入札の一覧表番号６、２６、６５につい

ては、個別にご審議いただきたい案件として抽出させていただいておりま

す。制限付一般競争入札の一覧表番号１５、１０１、指名競争入札の一覧

表番号３については、予定価格の全面事後公表により、今年度から導入さ

れた再度入札等が有効に機能しているか、適正に運用がなされているかに

ついてご審議いただきたいと考え抽出させていただいております。 

 

○小峰委員長  それでは、事務局から案件１から３までの制限付一般競争入札について、

説明をお願いします。 
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○杉山契約課補佐 （案件１～３についての発注経過を説明） 

 

質疑・応答 

 

○小峰委員長  まずは、案件１についてお願いします。 

 

○本 橋 委 員  本件は、先ほど事務局から説明のありましたとおり、ＪＶでの発注とな

っております。前回の委員会でもＪＶに対するご審議があったと思うので

すが、まずは、ＪＶとする意義について再確認をしたいと思います。 

 

○小川契約課長  ＪＶとする意義ですが、本件については、地元企業が技術力を結集する

ことにより、高度な施工管理能力を伴う施工が可能となるため導入してい

るものです。 

 

○本 橋 委 員  ＪＶとするのか単独施工方式とするのかというところで、入札参加資格

要件を定める際にはどのようにして客観性を担保しているのですか。 

 

○小川契約課長  千葉市建設工事等入札参加資格設定に関する事務取扱により、ＪＶによ

る共同施工とする建設工事は、千葉市特定建設工事共同企業体取扱要綱第

３条の規定により設計金額以上とするとしております。具体的には、土木、

建築、舗装の業種については１億円以上の案件、電気、管については５千

万円以上の案件をＪＶの対象としております。 

 

○本 橋 委 員  千葉市特定建設工事共同企業体取扱要綱第３条に規定する設計金額以上

の場合には、原則ＪＶとするということで、事務取扱に定められた規定に

従い施工方式の設定を行っているため客観性は保たれていると考えます。

それに対し、千葉市においてＪＶとした場合についての効果、つまり、メ

リットやデメリットの測定は実際にどのように行われているのか、また、

測定結果によって設計金額の見直しがどのように行われているのかという

ことについてご質問したいと思います。 

 

○小川契約課長  効果の測定という点ですが、平成２３年度における入札状況及び工事成

績について、単独施行の場合とＪＶ施工の場合で比較検討を行いました。 

まず、平均申請者数について見ますと、単独施工の場合は１２．１３者、

ＪＶ施工の場合は４．００者であり、単独施工に比べＪＶ施工の方が申請

者が尐ないことが確認できます。 

次に、平均工事成績について見ますと、単独施工の場合は７４．７３点、

ＪＶ施工の場合は８１．０５点であり、ＪＶ施工の方が単独施工に比べ工
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事成績が良いことがわかります。 

総括すると、ＪＶにすることにより、工事成績は高くなるため品質の確

保はなされていると思いますが、平均申請者数が尐ないことから、競争性

が確保されているかという点では、今後改善していく必要があると思いま

す。今後も効果測定を継続し、ＪＶ発注のあり方について検討を続けてい

きたいと考えております。 

 

○石井契約課主幹  ＪＶ施工とする場合の対象工事の設計金額の変遷ですが、今現在の土木、

建築、舗装が１億円、電気、管が５千万円になる以前は、平成１８年が土

木、建築、電気、管で２億円、それ以前は、土木、建築が５億円、電気、

管が３億円となっておりまして、設計金額を抑えて対象工事の範囲を広げ

る傾向になっております。 

 

○本 橋 委 員  ＪＶ対象とする設計金額を引き下げている理由と、入札状況及び工事成

績との相関関係というのはどのような形になっているのでしょうか。また、

ＪＶ対象とする設計金額を変更してきた理由は、ＪＶとすることの意義と

合致したものであるかということについてご質問したいと思います。 

 

○小川契約課長  ＪＶ対象とする設計金額を引き下げてきた経緯としては２点あり、一つ

は、市内業者に対する技術移転を目的としており、もう一つは、公共投資

が減っていく中で市内業者に対する受注機会の確保という点があります。

ＪＶ対象とする設計金額の妥当性については、先ほど、効果測定がどのよ

うに行われているのかというご質問の中でも答えさせていただいたのです

が、申請者数や、工事成績の状況等を見ながら、今後も引き続き検討して

いきたいと考えております。 

 

○本 橋 委 員  ＪＶとする意義というのが、千葉市として明確に規定されているという

ことが前提としてあり、その中で単独施工とするのかＪＶとするのかとい

うことがあると思います。今後も効果測定を明確に行ったうえで、現在の

ＪＶ方式というものが千葉市にとって妥当なものなのかどうかということ

について、常に見直しを行っていただきたいと思っております。 

 

○中曽根委員  今のお話ですと、当案件の場合には、技術移転というよりは、むしろＪ

Ｖとすることによって、受注機会を確保しているという見方でよろしいで

すか。 

 

○小川契約課長  ＪＶとする背景として、受注機会の確保という考え方もあるのですが、

ＪＶについては、技術移転という目的と、市内業者が技術力を結集して協
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力し合いながらより良いものを作っていこうという２つの目的があります。

当案件については、後者で申し上げた趣旨でＪＶを活用しているものです。 

 

○中曽根委員  入札参加資格要件の共通要件として、市内建築一式工事の等級Ａに格付

されている者と設定されているため、技術移転というよりは、技術力を結

集するという見方でよろしいということですね。 

 

○小川契約課長  その通りです。 

 

○篠 委 員  ＪＶ案件における談合事件について、最後にご報告があると思いますが、

ＪＶとする意義として、受注機会の確保と技術移転という考え方があると

思いますが、単独施工の場合に比べ参加者数が尐ないというのは、制度と

して何か改善すべき余地があるということではないかと思います。工事成

績が良いのは、代表構成員に対し総合評定値８５０点以上という条件を設

定しているため、出来上がりがいいのは当たり前のことで、適正な競争と

いうことから考えると、ＪＶという制度を今後どのように活用していくか、

改善の余地があるのではないかと思います。 

 

○小川契約課長  参加者数が尐ないという点については、ＪＶを組むことになると、相手

業者と打ち合わせを行う必要があるなど、単独施工の場合に比べ手間が掛

かるものであるためだと考えております。大規模工事であれば、それだけ

の手間を掛けることも業者にとっては大した負担にならないと考えるのか

もしれませんが、比較的規模が小さい工事ですと、同様の手間を掛けるこ

とを嫌がってしまうということも考えられ、それにより申請者が尐なくな

ってしまうのではないかと思います。今回、談合事件がありましたが、今

回の事件のことを踏まえ、今後は、なぜ今回のような事件が起きてしまっ

たのかということを検証しながら、ＪＶの在り方について考えていきたい

と思っております。 

 

○櫻 井 委 員  千葉市では、耐震補強工事における参加者数が尐ないことに対し危機意

識を持っており、学校施設における耐震補強工事において、特例措置を設

けています。これまで、千葉市ではＪＶ施工とする場合の対象金額を引き

下げてきていますが、低い金額の工事に対して手間を掛けてまでＪＶの工

事に参加するのを嫌う業者がいるという状況があります。学校施設におけ

る耐震補強工事は急いで施工する必要があるが、参加者が尐ないというこ

とであれば、特例措置の中で、学校施設における耐震補強工事においては、

ＪＶ対象とする設計金額を２億円以上に引き上げる等の検討をするべきで

はないでしょうか。 
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技術移転や技術力を結集することにより高度な施工管理能力を伴う施工

が可能となるといっていますが、参加者が尐なく競争性を確保できないと

いうのは問題となりますので、今後改善する必要があるのではないかと思

います。 

 

○小峰委員長  ＪＶについては、制度の在り方について検討する必要があるという話が

出ておりますので、今後検討していただければと思います。 

        他に質問がありますか。 

無いようですので、案件２についてお願いします。 

 

○本 橋 委 員  委員を数年やらせていただいている中で、何回か南部浄化センターの老

朽化に伴う更新工事に関する案件が出てきております。今回の入札案件は、

色々な理由があるとは思いますが、応札業者が一者のみで競争性が確保さ

れていないのではないかという案件です。また、浄化センターという設備

の性質から、浄化センター機能を止めることなく更新工事を行う必要があ

るため、非常に高度な技術力と当該設備を熟知したものが望ましいと考え

られる案件となっております。 

まずは、落札した㈱日立製作所は、当該設備の設置業者であるかどうか

の確認をさせていただきたいと思います。 

 

○小川契約課長  ㈱日立製作所が、当該設備の設置業者です。 

 

○本 橋 委 員  この工事については、制限付一般競争入札という手続きを取っておりま

すが、従来であれば設備の特性など色々なものを加味したうえで随意契約

という方法で契約することも考えられたと思います。そもそも、この工事

自体は、設置業者だけしかできないという案件ではないという理由で制限

付一般競争入札にて執行しているのだと思いますが、実際のところ、設置

業者である㈱日立製作所以外の業者であっても施工することができるもの

なのですか。 

 

○小川契約課長  資格要件の中で下水処理場、浄水場又はポンプ場おける受変電設備工事

を施工した実績を有するものを求めておりますように、当該入札参加資格

要件を満たしているものであれば、どの業者でも施工することができると

いう判断で、一般競争入札にて発注しました。 

 

○本 橋 委 員  結果として、一者しか応札がされず、応札した業者が設置業者であった

ということになってしまったわけですが、設置業者以外でも施工可能とい

うことでよろしいですか。 
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○小川契約課長  その通りです。 

 

○本 橋 委 員  当案件のような設備更新工事ですと、設置業者以外は設備更新工事をや

りたがらないということもあると外観的には思えたりもするのですが、千

葉市において、当案件と同種の設備更新工事が行われるときに、設置業者

が落札した割合というのはどの程度あるのか、数字がありましたらお教え

願えますでしょうか。 

 

○小川契約課長  平成２１年度から平成２３年度の間に発注されたプラント設備における

設備工事の設置業者と設備更新工事を請負った業者について調べましたと

ころ、設備更新工事が全体で３０件あり、そのうち設置業者が請負った案

件は４件、割合でいいますと１３．３％でした。ちなみに、３０件のうち

参加業者が今回同様１者であった案件は１件だけでした。 

 

○本 橋 委 員  つまり、当案件については、色々な要素が絡まり、結果として１者の応

札となり、たまたま設置業者が落札したということでよろしいですか。 

 

○小川契約課長  その通りです。 

 

○櫻 井 委 員  ただいまの説明で、設備更新工事の件数が３０件ということでしたが、

設備更新工事には電気設備だけでなく監視制御設備などの機械設備もあ

ると思いますが、機械設備も含めた件数でよろしいですか。 

 

○小川契約課長  はい。その通りです。 

 

○櫻 井 委 員  設置業者が請負った４件の業種の内訳を教えてください。 

 

○小川契約課長  電気設備工事が２件、機械設備工事が２件です。 

 

○櫻 井 委 員  設備更新工事３０件のうち、電気設備工事の件数は何件ですか。 

 

○小川契約課長  只今お調べしますので尐々お待ちください。 

 

○櫻 井 委 員  今回の設備更新工事は、監視制御設備を丸ごと全部更新するという内容

のものですか。 

 

○小川契約課長  はい。その通りです。 

それと、先ほどご質問のありました設備更新工事における電気設備工事
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の件数は、１９件です。 

 

○篠 委 員  想定業者数は何者だったのですか。 

 

○小川契約課長  この資格要件を満たす業者数は、２８者です。 

 

○篠 委 員  参加業者が１者だったのはどうしてなのか、何か思い当たることはあり

ますか。 

 

○小川契約課長  金銭面や施工条件など様々な条件が重なってこのような結果になってい

ると思われます。入札参加資格要件は、必要最低限度のものにしておりま

すので、入札参加者が特に限定されるようなものだとは考えておりません

でした。 

 

○小峰委員長  機械設備を設置して、そのあとで電気設備工事を行うことになると思う

のですが、機械設備との連携の中で問題が生じたときに困るため、設置業

者以外は手を出しづらいといったことは考えられないのでしょうか。 

 

○小川契約課長  先ほど櫻井委員からのお話の中で、全体の設備更新工事か一部の設備更

新工事かといった話が出ましたが、一部の設備更新工事ということであれ

ば設置業者以外は参加しづらいという懸念はありますが、当案件に関して

は、全体の更新工事であるため設置業者以外の業者が手を出しづらいとい

うことはないと考えております。 

 

○小峰委員長  参加業者が１者と尐ないので、今後は、尐しでも競争性を確保するため

参加業者を増やすことを考えていくか、あるいは、全くダメであれば随意

契約とすることも考える必要があるのではないかと思います。参加業者を

増やし競争性を確保するというのが基本ですので、参加者を増やすことを

考えて今後の入札をやっていただければと思います。 

 

 

○本 橋 委 員  委員長のおっしゃるように、形式的には設置業者以外も参加することは

可能であり、特殊な装置を使っておらず一般的な汎用的なものであるので

大丈夫であると仮に千葉市側で考えていたとしても、実際は、設置業者し

か請負うことができないといった事情があるのかないのかという点も十分

に踏まえたうえで、本当に競争性が確保されたものなのかという工事の種

別を、形式的ではなく実態を捉えてやっていくという姿勢が必要なのでは

ないかと思います。それで、どうしても特殊性があるといった場合には、
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そもそも競争入札には適さないということになると思うので、形だけ競争

入札にて行ったところであまり意味のあるものではないと思います。特殊

性がある工事であるため、随意契約でやるのかといったところで考えます

と、設置業者に工事に対する優先的な交渉権を与える等、価格提案だけで

はなく技術提案等を踏まえて入札及び契約をするといったことも今後検討

していくことが望ましいのではないかと思います。 

 

○櫻 井 委 員  工期の設定についてですが、既設業者は設計を熟知しているので、工期

的には非常に有利となり、設置業者以外は、不利となります。下水道が企

業会計を取っているなら、浄化センターの工事は年度をまたいでも問題は

ないでしょうから、工期設定でもう尐し余裕を持たせるといったことをし

てもよろしいのではないかと思います。 

 

○小峰委員長  他に質問はありますか。 

他に質問が無いようですので、案件３についてお願いします。 

 

○本 橋 委 員  前段で申し上げたとおり、平成１７年７月より低入札価格調査制度が導

入され、約５年間が経過してきているため、制度の周知は十分されている

ものと考えておりますが、低入札価格調査対象となった場合でも、低入札

価格調査書類未提出により調査まで至らないケースが増加していることを

伺っております。当案件については、入札に特徴があるという案件ではな

いですが、低入札価格調査対象者が低入札価格調査書類未提出により、低

入札価格調査対象者ではない価格第一位の者が落札した案件となっており

ます。低入札価格調査制度が導入された経緯としては、ダンピング競争の

防止と公共工事の品質確保であると認識しております。この二つの目的を

達成する範囲内での調査書類を対象業者に求めていると考えますが、現実

として、低入札価格調査書類未提出の業者が増加してきているという現状

があるため、調査項目あるいは調査方法、また低入札価格調査制度対象と

なる設計金額が妥当なものであるのかという点についてご検討いただきた

いと考え抽出させていただきました。 

 

○本 橋 委 員  例えば、そもそも論として、調査書類が出されないというのは、ある意

味では適切な積算が行われずに、概算で計算したうえで入札を行っている

ということも言えるのかもしれません。低入札価格調査制度として、１千

万円規模の工事と１億円規模の工事を同一に取扱うということが適当なの

かということについてはいかがお考えですか。 

 

○小川契約課長  先ほど本橋委員のお話でもありましたように、ダンピング防止を目的と



 １１ 

している制度において、制度の趣旨とは違った形で低入札価格調査書類未

提出が増加してきているということは、あまり望ましいことではないと考

えております。当制度については、積算を適切に行っていない業者を排除

するという目的で、平成２２年度から審査基準の厳格化を行い、その結果、

低入札価格調査を経て落札するというケースが大幅に減尐しました。それ

により、業者間で、書類を提出しても無駄という意識が広がってしまって

いるのであれば非常に残念なことであるため、改善をする必要があると考

えております。 

最後にご質問のありました調査基準価格についてですが、低入札価格調

査制度を採用している政令市の中でいいますと、千葉市の調査基準価格１

千万円以上というのは、比較的低い金額となっております。他の政令市の

場合には、ＷＴＯ対象案件や、１億円から５億円の工事を対象としている

ところが多いです。調査の方法という点で、業者が最初の時点で書類の提

出を諦めてしまうようなことはなくしていきたいと考えております。この

点については、審査を行っている工事担当課、技術管理課を含めて今後検

討していきたいと考えております。 

 

○小峰委員長  入札金額にバラつきがありますが、入札金額にバラつきがあることにつ

いて何か考えられる理由はありますか。 

 

○小川契約課長  今年度から予定価格の事後公表を全面導入したことに伴い、業者の積算

能力に差があることから、バラつきが出てきているものと考えます。 

 

○小峰委員長  積算能力に差があると理解すればよろしいですか。業者が積算能力を高

めてくれれば、千葉市にとっては非常に意味のあるものであるという考え

方でよろしいですか。 

 

○小川契約課長  積算能力のある業者が、積算を行うことなくいい加減な金額で入札して

くるような業者にかき回されるようなことがなくなると考えております。 

 

○櫻 井 委 員  工事概要ですが、抽出工事説明書に記載のある内容しかないと考えてよ

ろしいですか。 

 

○小川契約課長  その通りです。 

 

○櫻 井 委 員  工事概要だけを見ると、積算にバラつきが出るような複雑な内容のもの

ではないと思うので、役所側の持っている単価と業者側が持っている単価

の間に乖離があるのではないかと思うのですが、この点についてはいかが
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お考えですか。 

 

○槌谷技術管理課長  工事の設計金額の算出方法は、千葉市土木積算基準書に基づき積算して

おります。単価については、労務単価や一般的な材料単価に準じて算出し

ております。その他の単価については、市場単価や見積に応じて実勢価格

で積算しております。当案件については、標準的な積算方法により算出し

ておりますので、千葉市としての積算の誤りということはないと考えてお

ります。 

 

○櫻 井 委 員  市の積算に間違いがないというのは分かります。しかし、低い金額で入

札してきたところが積算の能力がないと一概には言えないと思うのですが、

この点についてはいかがお考えですか。 

 

○槌谷技術管理課長  低入札価格調査の審査時に、低い金額で入札をしてきた業者からよく聞

く理由としては、「実績を取りたいため、一般管理費等を減額して入札し

ます。」というようなことを聞いたこともあります。低い金額で入札する

という点では、このような理由もあるのではないかと思います。 

 

○櫻 井 委 員  そうした場合に、千葉市としては、業者に対し一般管理費を切ってしま

うのはまずいですということを指導することになるのですか。 

 

○森資産経営部長  適正な競争の環境が整ったうえで、予定価格を設定し、調査基準価格を

設定しております。調査基準価格を下回ったものについては、価格失格基

準を下回っていないかどうかの調査を行い、価格失格基準を下回っている

場合には失格にしております。そこのラインが、いわゆる一定の品質を確

保できて業者にとっても適正な利益を得ることができる基準になっており

ます。適正な利益を得られない状態で工事を施工することになってしまう

と、下請業者や労働者にしわ寄せがいくことになってしまうので、一定の

利益水準を取ったうえでという前提で、国の設定した基準に準じて制度を

作っております。 

 

○櫻 井 委 員  調査書類未提出というのは何か理由があったのですか。 

 

○森資産経営部長  理由は伺っておりませんので、個別の理由はわかりかねますが、低入札

価格調査については、どういった点について審査を行うのかということは

周知しております。そのため、審査項目の中で調査対象となった業者はこ

の内容では審査が通りそうもないということが事前に分かってしまうとい

うことがあるのではないかと思います。なので、下請から見積もりを取る
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など書類をいくつも揃える手間をかけてまで調査書類を作成すること自体

出来ないと考えて辞退をしてしまっているのではないかと思われます。 

 

○櫻 井 委 員  当案件自体に問題があるということではないでしょうが、１者だけがほ

んの尐し調査基準価格を下回ったため多数の資料を求められ、その手間を

嫌って調査書類を提出しないために、無効という扱いになり落札できない

というのは、なんとかならないかと思いますが、この案件自体は入札金額

にバラつきがあり入札自体は適正に行われているものであると思います。 

 

○中曽根委員  低入札価格調査書類を提出し、最終的に落札したという事例はあります

か。 

 

○小川契約課長  平成２１年度は低入札価格調査を実施した件数が９６件、そのうち低入

札価格調査を実施した結果、契約に至った件数が９０件ありました。平成

２２年度より審査を厳格化したことにより、低入札価格調査を実施した件

数が５８件、そのうち契約に至った件数が９件で、低入札価格調査書類未

提出とした業者数が４３者となり、低入札価格調査書類未提出の業者が大

幅に増加しております。平成２３年度も同様の傾向であり、９８件低入札

価格調査を実施し、契約に至った件数が２件で、低入札価格調査書類未提

出とした業者数が８６者となっております。 

 

○小峰委員長  他に質問がありますか。 

無いようでしたら、続きまして案件４、５の制限付一般競争入札と、案

件６の指名競争入札については共通する事項がありますので事務局から一

括して説明をお願いします。 

 

○杉山契約課補佐 （案件４～６についての発注経過を説明） 

 

質疑・応答 

 

○小峰委員長  それでは、案件４についてお願いします。 

 

○本 橋 委 員  冒頭の抽出案件の説明の際にもご説明させていただいておりますが、当

期より、全件予定価格事後公表で入札が実施されております。これにより、

入札不調が増加することを想定し、再度入札という制度を導入していると

いうことを、前回の委員会の際に説明があったと思います。当案件は、再

度入札を行った案件の一つです。当期より導入した再度入札という制度が

有効に機能しているかという点についてご審議いただければと考え抽出さ
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せていただきました。 

         ご審議いただく前に、４月から６月に入札が実施された全件数１７７件

のうち、契約件数が１１６件、残りの６１件が入札不調となっており、不

調の割合としては３４．５％という数字になっており、入札不調の件数が

非常に多くなっております。学校施設における耐震補強工事による不調が

目立っているというのが、この３か月の特徴です。４月から６月に発注さ

れた学校施設における耐震補強工事の発注件数が３６件で、そのうち１８

件が入札不調となっております。それをうけて、前回の委員会で報告があ

りましたとおり、平成２４年６月２８日以降に発注される学校施設におけ

る耐震補強工事については、特例措置として予定価格の事前公表及び指名

競争入札として発注しております。学校施設における耐震補強工事におい

て入札不調が増加している理由について、事務局に対し事前に説明をお願

いしたところ、平成２７年度までに行われる耐震補強工事において、国か

ら補助金を受けることができる制度を活用する目的で、千葉市で当初予定

していた計画を一年前倒しで発注を行うような形をとったことにより、発

注件数が増加したことも影響しているのではないかと伺っております。次

回の委員会の検討課題になると思いますが、当期より実施している予定価

格の全件事後公表での発注を３か月間実施したのみで、一部特例措置を設

け事前公表としていることについて、千葉市の入札制度に対する姿勢とい

うものが問われかねないといったこともあるのではないかと思います。事

前の準備が十分に行われていたのか、あるいは、耐震補強工事が増加する

といったときに請負うことが可能な業者が何者いるのかといった想定、入

札の実施時期または工期などが適切であったのかどうかということを総括

したうえで、千葉市の入札制度に対する更なる適正化というものを検討す

るうえでの課題としてご審議いただければと思っております。 

 

○櫻 井 委 員  予定価格事後公表であるのに、参加申請したものの第一回目から辞退す

るということはどういった理由が考えられるのですか。予定価格がわかっ

ており、金額が合わないために辞退するという訳ではないので、何が原因

だとお考えですか。 

 

○小川契約課長  耐震補強工事に関しては、辞退が多くそれが原因で不調となっているケ

ースが多かったため、市内業者を対象にアンケート調査を実施しておりま

す。その中で、辞退の理由としては、大きく分けると３点ありました。１

点目は、採算が合わないという理由、２点目は、発注件数が多かったこと

により技術者の確保が困難であるという理由、３点目は、設備関係で多い

理由として、金額の割に工期が長いということが挙げられておりました。

参加申請は行ったものの、上記のような理由により、やむなく辞退をして
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しまったのではないかと考えております。 

 

○櫻 井 委 員  技術者が確保できないというのは辞退の理由としてわかるのですが、そ

のほかの２点で、採算が合わないという点と金額の割に工期が長いという

点については、予定価格が公表されていないので辞退理由とはならないと

思うのですが、その点についてはいかがお考えですか。 

 

○小川契約課長  それについては、実際に積算を行ってみるが、自分の考えている金額で

は採算が取れないので入札せずに辞退したということではないかと思いま

す。 

 

○櫻 井 委 員  つまり、積算する前に参加したが、参加をしたのちに積算をしたところ

採算が取れないということがわかったため辞退しているということでよろ

しいですか。耐震補強工事が多数発注されており、別の案件を落札したた

め技術者を充てることができなくなったので当案件については辞退すると

いうことであれば辞退理由としてはわかりやすいのですが、予定価格が公

表されておらず自分の積算した金額と照らし合わせることができないにも

かかわらず採算が合わないので辞退するというのは、あまり考えにくいと

思うのですがいかがでしょうか。 

 

○森資産経営部長  辞退の理由は、色々と考えられると思います。先ほどおっしゃられたと

おり、入札の過程で他の案件を落札したため技術者の確保ができなくなり

辞退するということであればわかりやすいと思います。その他として、設

計図書に基づき積算した結果、千葉市の積算基準に基づき積算をするとだ

いたいこのくらいの金額になるが、請負って実際に工事を施工しようとす

るとこのくらいの金額じゃないとできないということで、千葉市の積算基

準と業者の積算基準がかけ離れてしまっているので、入札を辞退しようと

いう考えもあるのではないかと思います。 

 

○櫻 井 委 員  昨年度に起きた震災の影響で、資材の確保ができないといった問題から、

管工事については、全体的にコストが上がってきているという話も聞いて

おります。そのため、千葉市の積算と合わないため辞退しようという業者

が出てきてしまっているのではないでしょうか。 

 

○森資産経営部長  アンケートでもありましたが、資材の価格や労務者の賃金が上がってお

り、全体的なコストが高くなっているということですが、千葉市の積算基

準で決められた価格に対し、市場価格が急激に高騰した場合にはスライド

条項において設計変更で見直すことができるようになっております。ただ



 １６ 

し、現在は、そこまで急激に高騰しているわけではなく、設計の中で企業

努力により飲み込める範囲内だろうということでやっておりますが、実態

としては、業者の積算基準とかけ離れてしまっているということになって

しまっているのではないかと思います。工期の問題もあると思いますが、

業者ごとに事情は異なっておりますので、個別になぜ辞退しているのかと

いうことについては分かりかねる部分であります。 

 

○櫻 井 委 員  学校施設における耐震補強工事は今後も発注されるのですか。 

 

○小川契約課長  耐震補強工事は、校舎と屋内運動場の２種類ありまして、校舎について

は夏休み期間中の施工が必要だったこともあり、４月当初に発注したもの

で今年度の発注は終了しております。屋内運動場については、今年度設計

が終了したものが今後も発注される予定になっております。学校施設にお

ける耐震補強工事というのは、来年度以降も続いていく事業です。 

 

○中曽根委員  総合評価落札方式の評価点の審査方法についてお伺いします。総合評価

落札方式の意味は、それぞれの業者の持っている潜在能力や工事実績を評

価して評価点の高い業者に落札してもらうというものであると思います。

いずれの業者も最高点の５割から６割程度の評価点となっておりますが、

総合点に対する評価というのはしないものなのですか。案件４を見ますと、

評価点の最高が３５点であるのに対し、各業者の評価点は１０点、１５点、

１９点と最高点の半分程度の評価点しか取れていないのですが、評価点と

いうのは最高点の５割から６割が標準であると考えているのか、それとも

８割程度の点数は取ってもらいたいと考えているのか、千葉市ではいかが

お考えなのですか。 

 

○槌谷技術管理課長  何割取ってほしいということはありますが、評価値の限界値を設け、そ

れ以下であれば失格とするといったことはしておりません。あくまでも提

出された書類を審査し、その点数で評価値を算出するという方法を取って

おります。 

 

○中曽根委員  市で設定した評価点を下回った場合には、入札の対象者にはならないと

いったことではなく、相対評価で評価点をつけているということですね。 

 

○森資産経営部長  入札参加資格要件の中で、工事を施工可能な業者の最低ラインは設定し

ており、その中で応募してきた業者に付加的な総合評価の点数を与えて、

点数が高ければ落札者となる可能性が高くなるというものです。価格と評

価点の合計値で落札者を決定するものですので、仮に評価点が０点であっ
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ても資格要件を満たしている場合には工事が施工できると判断します。出

来るだけ品質の確保をする必要がありますので、評価点と価格との兼ね合

いで、出来るだけ良い工事が出来る業者を選定するための一つの手法とし

て利用しているものです。 

 

○中曽根委員  評価点はあくまで目安ということですね。 

 

○森資産経営部長  その通りです。 

 

○櫻 井 委 員  １１ページの総合評価落札方式の結果調書ですが、災害活動・ボランテ

ィア活動の実績で５点という高めの評価点をつけておりますが、これは何

を評価するものなのですか。 

 

○槌谷技術管理課長  災害活動の実績やボランティア活動、社会貢献をどの程度したのかとい

うことに対して、出動した回数に応じて加点をしているものであります。 

 

○櫻 井 委 員  期間や内容というのはあるのですか。 

 

○槌谷技術管理課長  期間は過去一年間の実績としております。 

 

○櫻 井 委 員  災害活動の実績やボランティアの活動実績というのは、何をもって評価

することにしているのですか。 

 

○槌谷技術管理課長  災害活動の実績は、市の防災協定に基づいて活動された会社であるかと

いう点で評価をしております。ボランティア活動の実績は、盆踊りなど地

元の自治会と協力し、社会貢献を行っているかという観点で評価を行なっ

ております。それぞれ活動を行った回数により加点をしております。 

 

○櫻 井 委 員  市の防災協定を結んでいたとしてもどの業者が活動するかは、ある意味

では当番制であると思いますが、不公平とは考えられないでしょうか。 

 

○槌谷技術管理課長  千葉市の建設業協会で、活動できる業者と活動できない業者を調整して

もらっております。 

 

○小峰委員長  建設業協会からどういった活動を行ったかという情報が上がってくると

いうことですか。 

 

○槌谷技術管理課長  その通りです。 
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○小峰委員長  他に質問がありますか。 

無いようでしたら、続きまして案件５についてお願いします。 

 

○本 橋 委 員  当案件は、再発注の案件で資格要件の格付等級をＢからＡ又はＢに拡大

した案件です。不調になった場合の取扱いについては、同一条件で再度一

般競争入札として発注するという方法、資格要件の見直しを行い一般競争

入札にて発注するという方法、入札方法を指名競争入札に変更して発注す

るという方法の３パターンが想定されております。当案件については、入

札参加資格要件の見直しという方法により再度発注を行っているものです。

入札が不調となり、再度発注を行う場合に、どのような手続きにより入札

方法を決定しているのかという点で、手続きの適正性はどのように担保さ

れているのか、再度発注の制度はどのように運用されているのかという点

についてお伺いしたいと思います。 

 

○小川契約課長  再発注をする場合の基準については、千葉市建設工事等入札参加資格設

定に関する事務取扱及び千葉市建設工事等の入札不調時に関する事務取扱

に規定しております。不調となった場合には、まず、工事担当課において

設計内容に見直しがあるかどうか精査します。ここで、事業スケジュール

に支障がある場合に限り、指名競争入札に切り替え、再度発注を行います。

設計内容に見直しがある場合は、新規の案件として取り扱い、新たに資格

要件の設定を行い、新規案件として制限付一般競争入札にて発注します。

設計内容に見直しがない場合は、資格要件の緩和について検討を行い、緩

和の余地がない場合は同一資格要件で再度制限付一般競争入札にて発注し、

緩和の余地がある場合は、緩和した資格要件を設定し再度制限付一般競争

入札にて発注します。緩和する内容については、施工方式、格付等級、地

区区分、総合評定値、実績要件といった部分を品質の確保が出来ることを

前提として見直すことにしております。 

 

○本 橋 委 員  それを受けて、当案件の入札手続きが妥当であったのかどうなのかとい

う点についてご検討いただきたいと思います。 

 

○櫻 井 委 員  入札に参加している３者はＡランク業者ですか。 

 

○杉山契約課補佐  Ｂランク業者も入っております。 

 

○櫻 井 委 員  どの業者がＡランクで、どの業者がＢランクですか。 

 

○杉山契約課補佐  五稜建設㈱のみがＢランクで、木村土建工業㈱と㈱与志建設はＡランク
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です。 

 

○櫻 井 委 員  資格要件で格付等級を拡大したことにより、最終的にはＡランク業者が

入札に参加し落札したということですね。３者が参加申請を行い、最終的

に１者しか応札をしていないということですけども、辞退理由はどんなこ

とが考えられますか。 

 

○小川契約課長  個別の理由は分かりかねるのですが、同種案件の発注件数が多かったこ

とも影響していると考えられます。 

 

○小峰委員長  一回目は、格付等級Ｂで発注していますが、その時の入札状況を教えて

ください。 

 

○小川契約課長  ２者が参加申請しましたが、２者ともに辞退したため入札不調となりま

した。 

 

○小峰委員長  参加申請をしたということは、最初は落札したいという気持ちもあった

のだと思うのですが、そこで辞退したのは何か理由があったのでしょうか。

やはり会社側の都合で辞退をしているということになるのでしょうか。参

加はするけども辞退をするというケースが多いと思うのですが、なぜ参加

をするにもかかわらず辞退をしてしまうのでしょうか。会社側に聞くとい

うのも変な話だとは思うのですが、それについて何か調べる方法はないの

でしょうか。最近よく耳にするのですが、震災復興で技術者の確保ができ

なくなり資材価格や人件費が高騰してきているという影響もあるのではな

いかと考えているのですが、その辺について、設計を行う市側としてはど

のようにお考えなのですか。 

 

○槌谷技術管理課長  市の労務単価に関する考え方ですが、労務単価については年度当初に国

の方で基準を設けております。また、先ほど森が申し上げましたようにス

ライド条項というものを設けており、４月、７月、１０月、１月の年度途

中に単価を調べ、その際に大きな金額の引き上げがなければ、単価改訂は

行いません。今現在も特段単価の改訂は行っていないという状況です。 

 

○小峰委員長  先ほどもそういったお話があったのですが、今時点で単価の改訂は行わ

ず今のまま行くということですね。今後も参加者が尐なく競争の確保が困

難となり、入札不調となってしまうといったケースが多く出てくるのでは

ないかと懸念されるのですが、不調続きで耐震補強工事が出来なくなると、

本来の目的が達成できなくなりますので、その辺の考え方も含めて県及び
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周辺市町村を注視していくことも必要かと思います。 

 

○槌谷技術管理課長  単価につきましては注意して調査を行っていきたいと思います。 

 

○小峰委員長  他に質問がありますか。 

無いようでしたら、続きまして案件６についてお願いします。 

 

○本 橋 委 員  案件５と抽出理由は類似しているのですが、案件５とは違い、再発注時

に入札方式を一般競争入札から指名競争入札に切り替えて発注を行ってい

るという特徴があったので抽出させていただきました。一回目の入札の際

に再度入札を実施し、対象業者１者が辞退したため不調となりました。そ

の後、再発注方法を検討し、指名競争入札に切り替えているのですが、指

名業者を選定する際に、一回目の発注時に再度入札を辞退している業者も

指名しております。再発注を行う際の手続きについては、先ほどご説明を

いただいておりますが、当案件については、入札方式を指名競争入札とす

ることで良かったのかということについてご検討をいただきたいと考え抽

出いたしました。また、一回目の発注時に再度入札を辞退した業者も指名

していることは妥当であるのかということも併せてご検討いただきたいと

思います。 

 

○櫻 井 委 員  未入札と辞退の違いはなんですか。 

 

○小川契約課長  辞退というのは辞退届を提出しているもので、未入札というのは辞退届

も入札もないという意味です。 

 

○小峰委員長  今のお話の関連で、指名されている業者というのは、入札参加資格者名

簿に指名を受けたいということで登録がある業者だと思うのですが、実際

に指名をすると、無しの礫で未入札というのはいかがなものかと思ってし

まいます。未入札という業者に対して何らかの指導というのは行っている

のですか。 

 

○森資産経営部長  この案件は全者指名の案件なのですが、以前、全者ではなく数者に対す

る指名を行っていた時というのは、辞退届の提出がない場合には信義則に

反するといった理由から一週間の指名停止措置を講じておりました。現在

は、一般競争入札が普及しているなかで、参加するのも辞退するのも自由

ですので、辞退届を提出しなかったからという理由だけで罰則を科すのは

いかがなものかということで、指名停止等の罰則は廃止しております。 
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○小峰委員長  震災復興の影響から、人件費等が高騰し入札金額と予定価格がなかなか

合致しないといった現状がある中で、落札している業者がいることは多尐

今後にも希望が持てるとは思うのですが、応札率が低いのは気になります

ね。 

 

○櫻 井 委 員  失格も含めて４者が入札をしていますが、この４者は一回目の一般競争

入札の際にも参加をしていたのですか。 

 

○杉山契約課補佐  ４者中２者が参加し、２者とも辞退をしております。 

 

○本 橋 委 員  一回目の発注時に、再度入札で辞退をした業者を指名しているのはどう

してなのですか。再度入札で辞退をしているということは、金額が合わな

いため辞退しているといことも考えられると思うのですが、そういった業

者を指名するというのは千葉市としてどのような考え方のもとで指名を行

っているのかお教え願えますでしょうか。 

 

○小川契約課長  仮に一般競争入札として再発注をした場合には、一回目に辞退している

辞退していないに関係なく参加をすることができますので、当案件に関し

ても一般競争入札に近い形で発注をするという意味合いから、資格のある

業者を極端に排除するということは考えておりません。 

 

○森資産経営部長  一般競争入札の時点と指名競争入札の時点で多尐なりとも期間がありま

すので、状況変化があると思います。当案件については、指名競争入札と

はしておりますが、実態的には一般競争入札と同様と考えておりますので、

間口は広くしたいという考えで辞退している業者も含めて指名を行ってお

ります。 

 

○小峰委員長  他に質問がありますか。 

無いようでしたら、以上で各入札方式における契約手続の審議を終わら

せていただきます。 

 

 

（４）「千葉市立松ケ丘中学校改築給排水設備工事」における競売入札妨害事件について 

 

○小峰委員長  事務局から、説明をお願いします。 

 

○石井契約課主幹 （「千葉市立松ケ丘中学校改築給排水設備工事」における競売入札妨害事件

について説明） 
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○小峰委員長  事務局の説明に対して、何か質問・意見等ございますか。 

 

○中曽根委員  電子入札では、誰が入札を行っているかわからないということから談合

は発生しにくいと伺っております。今回の案件の場合は、電子入札である

にもかかわらず談合が行われてしまったというのは、考えられる可能性と

すると、やはりＪＶで発注したことにより、入札参加申請者が尐数だった

ためにこういったことが起こってしまったのではないかと思います。そう

いう意味では、本日の審議の中でもありましたように、ＪＶの入札という

のが妥当なのかという点についても今後よくご検討する必要があるのでは

ないかと思いますがいかがですか。 

 

○森資産経営部長  当委員会の審議結果を踏まえ、一般競争入札の実施や電子入札の実施、

総合評価落札方式の取り組み等、様々なループを繰り返した結果としてこ

のようなことが起こってしまったことは非常に残念なことで遺憾に思って

おります。実際に、どのようにしてこのような談合行為ができたのかとい

うことについては、公判の中で明らかになってくると思うので、今後はそ

れを見て分析を行い、更なる制度改善につなげていきたいと思っておりま

す。ＪＶというのは、お互いに声を掛け合わなければ組むことができない

ということ、また、参加資格の想定業者が尐なくってしまっているという

のが、今回談合の行われた下地になってしまったのではないかと考えられ

ます。具体的な対策については、公判結果が出るのを待って、改善策を検

討してまいりたいと考えております。 

 

○櫻 井 委 員  特定ＪＶは、最初からＡ者がＢ者と組むということが決まっているもの

ではないので、何社かに声を掛けなくてはＪＶを組むことはできません。

お互いに連絡をして話し合いを行う環境を作ってしまっているという側面

があるので、ＪＶの在り方について考えていかなくてはいけないのではな

いでしょうか。技術移転であるとか、技術力の結集であるとかといったＪ

Ｖとする意義とを天秤にかけながら、今回の事件をどう受け止めるかとい

うことが課題だと思います。 

 

○小峰委員長  談合情報はあったのですか。 

 

○森資産経営部長  昨年の９月に、談合情報が契約課の方に寄せられました。そこで、公正

入札調査委員会という市の内部委員会に諮り、調査をするに値する情報な

のか、調査をするに値しない情報なのかという判断を行いました。そこで、

調査をする必要があると判断し、契約課に全者を呼びまして、聞き取り調

査等を行いました。ただし、強制的な調査力がありませんので、そこでは、
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談合があったと断定するには至りませんでした。手続き上、公正取引委員

会と千葉県警には、談合情報があり聞き取り調査を行いましたが談合があ

ったことは確認できませんでしたという情報提供は行いました。その情報

を千葉県警が受けて、内偵を進めた結果、今回の結果に結びついたという

経緯があります。 

 

○小峰委員長  不適正というか、業者としては好ましくないと思いますので、こういっ

た業者は今回のように摘発して、同様の情報があれば、不適格業者として

厳しく対応すべきだと思います。 

他に質問がありますか。何も無いようですので、これで終了させて頂き

ます。 

 

 

以 上 
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問い合わせ先 千葉市財政局資産経営部契約課 
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